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女子教育の促進と女性のエンパワーメント女子教育の促進と女性のエンパワーメント女子教育の促進と女性のエンパワーメント女子教育の促進と女性のエンパワーメント 

(Gender Equality in Education and Empowerment of Women) 

1. 女子教育促進に向けた国際的取り組みと課題女子教育促進に向けた国際的取り組みと課題女子教育促進に向けた国際的取り組みと課題女子教育促進に向けた国際的取り組みと課題 

1.1 万人のための教育（万人のための教育（万人のための教育（万人のための教育（EFA）とミレニアム開発目標）とミレニアム開発目標）とミレニアム開発目標）とミレニアム開発目標(MDGs)にみる女子教育関連目標にみる女子教育関連目標にみる女子教育関連目標にみる女子教育関連目標  女子教育の推進は基礎教育の完全普及（Education for All: EFA）の実現のみならず、貧困削減や保健・医療問題等の開発課題に対処していくために不可欠であり、「EFA ダカール行動の枠組み」目標や「ミレニアム開発目標」にはこうした認識が反映されている（表 1 参照）。「EFA ダカール行動の枠組み」6目標のうち、3つ（目標 2、4、5）の目標は女子教育推進関連のものである。また、「ミレニアム開発目標」にも、初等教育の完全普及（目標 2）と併せてジェンダー平等（目標 3）が盛り込まれている。 表表表表 1    「「「「EFA ダカール行動枠組み」とダカール行動枠組み」とダカール行動枠組み」とダカール行動枠組み」と MDGｓに反映された女子教育推進関連目標ｓに反映された女子教育推進関連目標ｓに反映された女子教育推進関連目標ｓに反映された女子教育推進関連目標 

 

1.2 EFA 達成状況と課題達成状況と課題達成状況と課題達成状況と課題1
 ＜目標 2: 初等教育の完全普及＞  小学校に入学する子どもの数は、1995 年からの 10 年間で 4％増加し、1 億 3,000 万人から 1億 3500 万人になった。特に、サハラ以南アフリカやアラブ諸国では、それぞれ 40％増、11.6％増と目覚ましい成果が見られるが、2015 年までの完全普及は困難である。その１つの要因が小学校に就学すべき学齢人口の増加であり、2015 年までにサハラ以南アフリカでは 22％、アラブ諸国では 13％増加すると予測されている。  1999 年または 2005 年に純就学率の平均が 95％以下であった大半の国では、1999 年から2005 年の間に純就学率は増加しており、これは初等教育の無償化等、最も困難な状況にある子どもの就学率促進を目的とした教育政策によるものと考えられる。他方、サハラ以南アフリカにおける純就学率の平均が世界で最も低く、3分の 1以上の国が 70％以下である。  世界の各地域における達成状況に差があることに加えて、国内での地域差がみられる。国内の教育システムの拡大は、必ずしも当該国の地域間格差の解消とはならない。純就学率の上昇と地域間格差の間には明確な関連性は存在しない。例えば、バングラデッシュ、ベナン、エチオピア、ガンビア、ギニア、インド、ケニア、モータリア、ザンビアでは、国の純就学

                                                        
1
 「EFA グローバルモニタリングレポート 2008」より。 
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率は上昇していても国内での地域間格差は広がりつつある。 小学校未就学児の 16％は、一旦は学校に行っても就学過程を終了する前に中退してしまう。また、32％の子どもたちは就学年齢をすぎてから入学している。こうした傾向は、貧しい家庭の子ども、地方や遠隔地にある家庭の子ども、学校に通った経験のない母親に育てられた子どもに多く見られる。女子児童が未就学児になる可能性は男子児童よりも高くなる。女子の未就学児の比率は、1999 年から 2005 年の間に 59％から 57％に若干減少している。女子の未就学児の比率が最も高い地域は、西アジア（66％）やアラブ諸国（60％）である。この他、障害のある子どもは障害のない子どもに比べると小学校に通う確立が半分になるという調査結果がある。  ＜目標 4：成人識字＞  識字は基本的人権であり、EFA 達成のためだけではなく、より広い観点から見れば貧困削減や社会参画を進めるための基盤でもある。しかし、世界中では未だ約 7 億 7,400 万人の成人が最低限の識字能力を欠いており、非識字率は最貧困国で最も高い。ジェンダー格差も深刻で、7 億 7,400 万人の非識字人口の 64％が女性である。こうした傾向は、国家レベルだけでなく、家庭レベルにおいても同様にみられる。すなわち、貧困家庭における女性の非識字率は高いということになる。  ＜教育におけるジェンダー格差の解消＞   教育におけるジェンダー格差是正の進歩は遅く、2005 年までに初等および前期中等教育におけるジェンダー格差是正を達成したのは、データのある国では 59ヶ国のみであった。地域ごとに改善状況は異なり、南西アジアでは大きな改善がみられたが、サハラ以南アフリカ及び中東諸国では改善はみられるものの、そのペースは減速している。 2005 年時点で初等教育および前期中等教育におけるジェンダー格差是正を達成していない113ヶ国のうち、2015 年までに達成が見込めるのは 18 ヶ国のみで、残り 95ヶ国は達成が困難であると予測されている。達成を阻害する要因としては、性的暴力、安全でない学校環境、不衛生な環境、ステレオタイプのジェンダーの役割の社会的浸透（教材、カリキュラム、教員の態度）等が挙げられる。 

 

2. 女子教育促進に向けた日本の取り組み女子教育促進に向けた日本の取り組み女子教育促進に向けた日本の取り組み女子教育促進に向けた日本の取り組み （政策と実践）（政策と実践）（政策と実践）（政策と実践） 

2.1 日本の援助政策における女子教育推進への取り組み日本の援助政策における女子教育推進への取り組み日本の援助政策における女子教育推進への取り組み日本の援助政策における女子教育推進への取り組み     「EFA ダカール行動の枠組み」目標や「ミレニアム開発目標」に女子教育推進への取り組みが盛り込まれていることは上記した通りである。日本の教育援助政策を見ると、2002 年6月に開催された G8カナナスキス・サミットにおいて日本政府が発表した「成長のための基礎教育イニシアティブ（Basic Education for Growth Initiative: BEGIN）」では、「ジェンダー格差改善のための支援（女子教育への支援）」が、教育機会確保のための支援の１つにされていることから、初等教育の完全普及に向けて女子教育推進が重視されているようである。 
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こうした上位政策は実施機関としての JICA の方針にも反映されており、「基礎教育分野の課題別指針」および「基礎教育分野の開発課題に対する効果的アプローチ」では、女子教育は JICA の基礎教育分野における 5 つの重点分野の１つに位置づけられている。  BEGIN に示された日本の基礎教育支援アプローチは以下に示す通りである。 図図図図 1     BEGIN が示す日本の基礎教育支援のアプローチが示す日本の基礎教育支援のアプローチが示す日本の基礎教育支援のアプローチが示す日本の基礎教育支援のアプローチ2
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
2.2 女子教育促進に向けた日本の援助実績女子教育促進に向けた日本の援助実績女子教育促進に向けた日本の援助実績女子教育促進に向けた日本の援助実績 

1. 日本の基礎教育日本の基礎教育日本の基礎教育日本の基礎教育分野の実績分野の実績分野の実績分野の実績3 ここでは、政策が実践にどれほど反映されているかを分析するため、2000年以降の日本の基礎教育分野の援助額の推移をみることとする（図 2参照）。2000 年から BEGIN が発表される 2002 年には小額ではあるが増加傾向にあり、BEGIN 発表後の 2003 年と 2004 年にも引き続き増加している。しかし、以降は減少に転じており 2006年の援助額は 2002 年とほぼ同じレベルにまで下がっている。日本の ODA総額が 2000 年以
                                                        
2
 平成 19 年度外務省第三者評価「成長のための基礎教育イニシアティブ（BGIN）」に関する評価報告書（2008 年 3 月） 

3
 平成 19 年度外務省第三者評価「成長のための基礎教育イニシアティブ（BGIN）」に関する評価報告書（2008 年 3 月） 

1．教育の機会の確保に対する支援 2．教育の質向上への支援 3．教育のマネジメント改善 1-1 多様なニーズに配慮した学校関連施設の建設 1-2 ジェンダー格差の改善のための支援（女子教育） 1-3 ノンフォーマル教育への支援（識字教育の推進） 1-4 情 報 通 信 技 術（ICT）の積極的活用 
2-1 理数科教育支援 2-2 教員養成・訓練に対する支援 2-3 学校の管理・運営能力の向上支援 3-1 教育政策及び教育計画策定への支援の強化 3-2 教育行政システム改善への支援 

重点分野重点分野重点分野重点分野    

支援に当たっての基本理念支援に当たっての基本理念支援に当たっての基本理念支援に当たっての基本理念    ○ 途上国政府のコミットメント重視と自助努力支援 ○ 文化の多様性への認識・相互理解の推進 ○ 国際社会との連携・協調に基づく支援 ○ 地域社会の参画促進と現地リソースの活用 ○ 他の開発セクターとの連携 ○ 日本の教育経験の活用 
日本の新たな取組み日本の新たな取組み日本の新たな取組み日本の新たな取組み 
 
(1) 現職教員の活用と「拠点システム」の構築 
(2) 国際機関等との広範囲な連携の推進：ユネスコ、UNICEF、FTI、

ADEA 
(3) 紛争終結後の国づくりにおける教育への支援 

アプローチアプローチアプローチアプローチ    
貧困削減、経済成長への貢献 基本的人権の保障 EFA 及び教育関連 MDGs 達成への貢献 
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降減少してはいるが、2006 年の ODA総額の前年比減額率（14.9％）よりも、対基礎教育援助額の前年比減額率（35％）が大きくなっていることを鑑みれば、日本の教育援助政策の実績への反映は明確ではない。 図図図図 2    主要主要主要主要 DAC 諸国の基礎教育分野援助額の推移（約束額ベース諸国の基礎教育分野援助額の推移（約束額ベース諸国の基礎教育分野援助額の推移（約束額ベース諸国の基礎教育分野援助額の推移（約束額ベース、、、、単位：百万単位：百万単位：百万単位：百万 US ドル）ドル）ドル）ドル）4
 

0200400
6008001000120014001600

米国 189.46 205.14 218.2 224.77 496.59 444.54 275.54英国 70.72 67.56 68.36 233.27 321.06 191.71 218.79ドイツ 61.22 43.23 72.78 86.5 106.16 114.69 106.45日本 44.76 80.37 101.27 138 215.1 154.73 101.08フランス 112.95 142.33 161.07 209.55 269.03 196.19 105.35オランダ 97.76 166.72 214.03 153.74 250.49 96.67 1428カナダ 16.07 43.98 68.77 130.2 122.88 148.55 203.57ノルウェー 14.17 15.44 60.82 70.73 75.82 100.25 91.48
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年英国日本 フランス 米国ドイツ カナダ

オランダ

   しかし、その支援内容を見ると、BEGIN 後はサハラ以南アフリカや南アジアを含む低所得国への援助額の基礎教育全体に占める割合が増加していることから、開発ニーズのより高い地域に重点が置かれるようになったことが実績から伺える。  2. 2. 2. 2. 日本による女子教育日本による女子教育日本による女子教育日本による女子教育////ジェンダー分野の援助動向ジェンダー分野の援助動向ジェンダー分野の援助動向ジェンダー分野の援助動向 

BGIN 発表前後で女子教育/ジェンダー分野の支援にどのような変化があったかについてみると、発表前は、グアテマラにおいて「女子教育協力（1995-2003）」5が実施されたのみであったが、その後にパキスタン、アフガニスタン、イエメン等イスラム諸国を対象に案件
                                                        
4オリジナルの出典は OECD.Stat Extracts, 2008/01/15） 

 
5
 長期個別派遣専門家をベースにして、国別特設研修、協力隊派遣、機材供与、無償による小学校建設、草の根無償資金協力を有機的に組み合わせたもの。 
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数が増えている。ただし、ジェンダー格差是正のためにはニーズの高い地域での女子校の建設、ジェンダーに配慮カリキュラム・教科書の作成と教授法の開発と普及のための教員研修等体系的な取り組みが必要である（表 2 参照）が、女子校の建設や教員研修といった個別のプロジェクト実施に留まっているのが現状である。 表表表表 2 ジェンダー格差是正のための包括的な援助アプローチジェンダー格差是正のための包括的な援助アプローチジェンダー格差是正のための包括的な援助アプローチジェンダー格差是正のための包括的な援助アプローチ 

3. 日本による女子教育支援の事例日本による女子教育支援の事例日本による女子教育支援の事例日本による女子教育支援の事例    ～イエメン国タイズ州～イエメン国タイズ州～イエメン国タイズ州～イエメン国タイズ州女子教育向上計画プロジェクト女子教育向上計画プロジェクト女子教育向上計画プロジェクト女子教育向上計画プロジェクト  

 

 

 

 

 

 

3. 日本による女子教育支援の事例日本による女子教育支援の事例日本による女子教育支援の事例日本による女子教育支援の事例    ～イエメン国タイズ州～イエメン国タイズ州～イエメン国タイズ州～イエメン国タイズ州女子教育向上計画プロジェクト女子教育向上計画プロジェクト女子教育向上計画プロジェクト女子教育向上計画プロジェクト  イエメンでは憲法により男女平等が保障されているが、あらゆる面で著しい男女差がある。特に教育における男女格差は大きく、初等教育の全体の純就学率が 75%であるのに対し、女子は 63％、成人識字率も全体の 49%に対して女性は 28.5％に留まっている（2004 年）。こうした中、基礎教育の拡充を国家目標に掲げるイエメン政府の要請で 2005 年 6月に 3 年半の予定で開始されたのが技術協力プロジェクト「イエメン国タイズ州女子教育向上計画」である。プロジェクトの目的は、学校と地域住民が主体となって女子教育の改善を目指す「地方教育行政の施策モデル」を開発することである。モデル開発のためのパイロット校として、南西部タイズ州の 6郡から、女子の就学率が低く、女子の中退率が高く、女子教員の少ない地域にある 59校が選ばれた。目標達成のための活動は主に、①タイズ州教育局の行政能力向上、② 教育へのコミュニティの参加の促進、③学校運営能力の改善、の 3つである。  プロジェクトではまず、パイロット校すべてが父会、母会を組織し、さらにその代表と校長、村長や聖職者など地域住民からなる学校運営委員会を立ち上げた。この委員会で、村における女子教育の現状を分析し、どうしたら女の子をもっと学校へ行かせることができるかについての解決策を話し合う。その解決策を反映させた「学校改善計画」を作成し、住民主体で計画を実施する。プロジェクトでは、右学校改善計画に盛り込まれた各活動を実施するために必要な資金（年間約 300 万円）を出した他、住民たちによるこうした一連の活動を州・郡教育行政官が支援・モニタリング・フォローアップできるようになるために彼らへの研修を実施した。 「学校改善計画」に盛り込まれた活動には、男女別の教室やトイレの整備、契約教員の雇用、女性・母親を対象にした識字教育や裁縫教室の開講が含まれる。こうした「学校改善計画」を通じた活動をコミュニティの人々に対する女子教育の重要性に関する啓発活動（学校新学期に併せた登録キャンペーンの実施やラジオ広告の展開等）と併せて行うことにより、男子

� 当該国政府の政策的・財政的なコミットメント 

� 女子校、寄宿舎、男女別教室・トイレ等の建設 

� ジェンダーに配慮したカリキュラム・教科書の作成と教授法の開発・普及 

� 女性教員の養成 

� 女子児童、保護者、コミュニティの人々に対する女子教育の重要性に関する啓蒙活動 

� 女性と母親のエンパワーメント（識字教育、インカムジェネレーティング活動等） 
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生徒１人に対する G1-G6 の女子生徒の比率は、2005 年の 0.75 から 2006 年には 0.85、さらに 2007 年には 0.86 に順調に上昇している。 以上 
 


